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・町村情報システム共同化により、基幹システムの安定稼働・経費削減を図っている。
・マイナンバー制度における情報連携ほか法改正対応を、引き続き経費を抑え堅実に対応する
必要がある。また、情報セキュリティでは、人的側面について研修を通して知識・意識の維持・向
上を図りつつ、設備面でもSSL復号等拡充強化し対応している。
・LGWAN接続系システムにおいて、RPA等を活用し、ICTによる効率化を進めている。
※SSL復号・・・Webサイト等における暗号化を解き、データ精査によりセキュリティ制御を行うこ
と。

・「伊奈町DX推進基本計画」、「自治体DX推進手順書」等を基に、町のDX推進を検討する。
・基幹系・情報系各システムの安定稼働を維持できるよう、必要な保守を実施、また、システム標準化に係
る対応も引き続き取り組んでいく。
・情報セキュリティ強靭化について、国・県のセキュリティ対策動向を注視しながら、次期システムを検討・
導入する。
・庁内6課に導入したRPAについて、シナリオの見直し、AI-OCRとの連携等、検討を進める。
※AI-OCR・・・手書きの書類や帳票の読み取りを行いデータ化するOCRと、AI（人工知能）を組み合わせる
ことで、文字認識率の向上や、読み取り範囲の特定、データ入力などを実行する仕組み。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績

(3)

令和4年度実績

6課5課(1) 3課

(2)

令和5年度実績

● マイナンバーカードの普及率の向上に向けて、住民票や印鑑証明書等のコンビニ交付
サービスの促進のほか、独自利用に向けた検討を行い、町民の利便性の向上を図ります。
● 窓口業務・発行事務等は職員の事務負担が大きいため、AI（人工知能）やRPA（ソフト
ウェア・ロボットによる業務自動化）の導入に取組み、職員の負担軽減・事務量の削減を図
ります。
● 文書の電子化、ペーパーレス化に向けた調査・研究に取組みます。
● 多様化する行政ニーズに対応するため、引き続き前年度の行政評価を伊奈町ホーム
ページで公開し、厳しい財政状況の中、一層の事務事業の見直しとともに、より経営的視点
を持った行政運営に努めます。
● 今後も時代に適した内容の各種研修を引き続き実施するなど、幅広い研修機会を設け
ることにより、サービスの質の向上を図ります。
● 行政組織のあり方や職員数等については、中長期的な視点を持って検討していきます。
● 人口減少時代においても安定した住民サービスを提供していくために、近隣市との連携
協議等を積極的に進めます。

指標名

RPAを用いた業務効率化を実施している課所数

今後に向けた
課題・方向性

・町村情報システム共同化によりコストを抑えながら自治体クラウドを継続利用することで、町の基幹業務を担う住
基・税等マイナンバー接続系システムを安定稼働することができた。また、令和７年度末までに対応の必要があるシ
ステム標準化について、適切に業務を進めることができた。
・LGWAN接続系の各システムについて、利活用を進め、業務効率化を図った。また、庁舎内における業務ネットワー
ク環境の無線化を実施、職員事務の効率化・利便性向上を図る基盤を整えた。
・AIチャットボットの導入により、町ホームページ上で24時間365日、問い合わせに対して自動回答することが可能と
なった。
・ｅラーニングによりPCを利用する職員にセキュリティ研修を行い、セキュリティ知識の維持・向上を図った。
・RPAの利用推進により、行政事務の効率化を進めることができた。
※RPA・・・ソフトウェアによりパソコンの画面上にある情報を認識、人が行う処理手順を自動化するもの。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

・「デジタル社会の実現に向けた重点計画」により、国を挙げてのデジタル社会実現に向けた検討や
取組が進められている。
・総務省による「自治体DX推進手順書」に基づき、自治体情報システムの標準化、マイナンバーカー
ドの普及促進、行政手続きのオンライン化、AI・RPAの利用推進、テレワークの推進、セキュリティ対
策の徹底等、取組事項を推進する施策が必要である。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

・行政情報をわかりやすく公表することが求められる。
・窓口における各種行政手続きについて、スムーズかつ迅速な対応が求められている。
・デジタル技術の活用により、多様な住民ニーズに合ったサービスを提供するための行政手続きのオ
ンライン化や、AI・RPAをはじめとするICT活用による効率化が求められている。

・基幹業務についてクラウド利用を継続し、安定した窓口サービスを提供することができた。
・基幹系業務システムにおいては、令和７年度末までに国の定める標準仕様に適合させることが義
務付けられており、移行に向けた業務を令和５年度から７年度にかけて実施。令和５年度業務に関
し、関係各課と調整、予定どおり進めることができた。
・ソフトウェア利用による簡易的な文書の電子的回覧を全庁的に実施、紙文書の削減に取り組んだ。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

・情報セキュリティ強靭化によるインターネット分離のシステム構成により、分離環境におけるWEB会
議システム・クラウドサービスの活用、各環境間におけるデータ・ファイルの授受に係る業務効率化
等、実現に向けての障害となっている。
・テレワーク、在宅勤務の実施において、部署ごとの業務内容により利活用の可否に差が生じてい
る。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

150,030 141,619

6課

当初予算額
決算額　　（単位；千円）

126,517

一般財源
行政評価表（事業評価一覧）

合計
0 015,102

成
果
指
標
の
推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

施策名 １-効率性の高い行政運営

ま
ち
づ
く
り
目
標
値

目指す姿

　安定した自治体経営ができる行政運営の仕組みが整い、あわせて質
の高い行政サービスが提供されています。

目標（令和6年度）

21課

施
策
の
内
容

令和５年度　行政評価表
担当課 ＤＸ推進・新庁舎整備室

今年度の
施策達成度

章名 第５章_共につくる_未来につながるまち A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第３節_経営的視点に立った行政運営




